
北本市議会 議会報告会（第 3８ 回） 次第 
令和 5 年 10 月 28 日㈯ 

午後 ２時 00 分から 勤労福祉センター 

 【司会進行】 広報広聴副委員長  

1  開 会  

2  あいさつ  議 長  

3  議会報告会の進め方について  広報広聴委員長 

4  【第 1 部】 定例会の報告 

（１） 令和 ５ 年第 ３ 回定例会の報告 

ア 先議議案等の審議概要   議会運営正副委員長 

イ 委員会付託議案の審議概要 

▷ 予算決算常任委員会の審議概要   予算決算常任正副委員長 

▷ 総務文教常任委員会の審議概要   総務文教常任正副委員長 

▷ 建設経済常任委員会の審議概要   建設経済常任正副委員長 

ウ 議員提出議案の審議概要      議会運営正副委員長 

（２） その他 

（３） 質疑応答 

5 【第 2 部】 意見交換会 

6  閉 会 



議案の概要 
議案 
番号 件    名 要    旨 

５１ 令和４年度北本市一般会計

歳入歳出決算の認定につい

て 
（各部課） 

１ 趣旨 
 ⑴ 歳入決算額 

２５４億３，９３６万１，８２８円  
 ⑵ 歳出決算額 
   ２３９億４，０２５万３，２７２円  
２ 内容 
  歳入歳出差引額は１４億９，９

１０万８，５５６円となり、この

うち２億５，１５４万３，０００

円を繰越明許費として、翌年度へ

繰り越す財源としたことから、１

２億４，７５６万５，５５６円を

決算剰余金として令和５年度に繰

り越した。 
５２ 令和４年度北本市後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決

算の認定について 
（健康推進部保険年金課） 

１ 趣旨 
 ⑴ 歳入決算額 
   １０億６，２７８万６，８９７円  
 ⑵ 歳出決算額 
   １０億３，３７２万５，３９７円 
２ 内容 

歳入歳出差引額２，９０６万

１，５００円を決算剰余金として

令和５年度に繰り越した。 
５３ 令和４年度北本都市計画事

業久保特定土地区画整理事

業特別会計歳入歳出決算の

認定について 
（都市整備部久保土地区画

整理事務所） 

１ 趣旨 
 ⑴ 歳入決算額 
   ４億３，６２８万２，１１７円 
 ⑵ 歳出決算額 
   ４億１，０２９万３，７２６円 
２ 内容 
  歳入歳出差引額２，５９８万

８，３９１円を決算剰余金として

令和５年度に繰り越した。 
５４ 令和４年度北本市国民健康

保険特別会計歳入歳出決算

の認定について 

１ 趣旨 
 ⑴ 歳入決算額 
      ６７億６，４９５万８，１９４円  



（健康推進部保険年金課）  ⑵ 歳出決算額 
   ６５億７，１７８万６，５０６円 
２ 内容 
  歳入歳出差引額１億９，３１７

万１，６８８円を決算剰余金とし

て令和５年度に繰り越した。 
５５ 令和４年度北本市介護保険

特別会計歳入歳出決算の認

定について 
（健康推進部高齢介護課） 

 

１ 趣旨 
 ⑴ 歳入決算額 
      ５４億４２９万８，０４７円 
 ⑵ 歳出決算額 
   ５０億８，４９３万４，９５９円 
２ 内容 
  歳入歳出差引額３億１，９３６

万３，０８８円を決算剰余金とし

て令和５年度に繰り越した。 
５６ 令和４年度埼玉県央広域公

平委員会特別会計歳入歳出

決算の認定について 
（埼玉県央広域公平委員会） 

１ 趣旨 
 ⑴ 歳入決算額 
   ６６万４，４２２円 
 ⑵ 歳出決算額 
   １８万２，５９６円 
２ 内容 
  歳入歳出差引額４８万１，８２

６円を決算剰余金として令和５年

度に繰り越した。 
５７ 令和４年度北本市公共下水

道事業会計決算の認定につ

いて 
（都市整備部建設課） 

１ 趣旨 
⑴ 収益的収入及び支出決算額 

ア 下水道事業収益 
  １０億４，３９１万３，２８４円  
イ 下水道事業費用 
  ９億５，８３０万１，１４０円  

⑵ 資本的収入及び支出決算額   

ア 下水道事業資本的収入 
  ２億８，５７０万５，２７０円  
イ 下水道事業資本的支出 
  ６億３，１６７万５，０８８円  

２ 内容 
当年度純利益は６，８２０万

８，９１２円となった。 



５８ 北本市個人番号の利用及び

特定個人情報の提供に関す

る条例の一部改正について 
（政策推進部政策推進課、

福祉部共生福祉課） 

１ 趣旨  
行政運営の効率化及び市民の利

便性の向上を図るため、新たに個

人番号を利用等することができる

事務を追加するもの 
２ 内容 

 個人番号を利用等することがで

きる事務の追加（別表第１・別表

第２） 
３ 施行期日 

令和６年３月１日 

５９ 北本市印鑑条例の一部改正

について 
（市民経済部市民課） 

１ 趣旨 
  電子署名等に係る地方公共団体

情報システム機構の認証業務に関

する法律の一部改正に伴い、多機

能端末において、移動端末設備を

用いた印鑑登録証明書の交付申請

を可能とするもの 
２ 内容 
 ⑴ 移動端末設備を用いた印鑑登

録証明書の交付申請を可能とす

るもの（第１０条） 
 ⑵ 規定の整備（第１０条） 
３ 施行期日 
  規則で定める日 

６０ 北本市土地開発公社の解散

について 
（政策推進部財政課） 

 北本市土地開発公社の解散につい

て、議会の議決を求めるもの 

６１ 北本地区衛生組合の規約の

変更及び財産処分について

（市民経済部環境課） 

 令和６年３月３１日をもって北本

地区衛生組合から久喜市が脱退し、

令和６年４月１日から同組合に宮代

町が加入することとし、同組合規約

の変更並びに財産処分について、議

会の議決を求めるもの 
６２ 市道の路線の廃止について 

（都市整備部建設課） 
１ 趣旨 
  隣接する土地を所有する者から

の買取りの申出に伴い、路線を廃

止するもの 



２ 内容 
 市道１０９７号線 

 Ｌ＝２４．４３ｍ 

  Ｗ＝１．８５ｍ 
６３ 令和４年度北本市公共下水

道事業会計未処分利益剰余

金の処分について 
（都市整備部建設課） 

 令和４年度北本市公共下水道事業

会計未処分利益剰余金の一部を減債

積立金に積み立てること等につい

て、地方公営企業法第３２条第２項

の規定により、議会の議決を求める

もの 
６４ 固定資産評価審査委員会委

員の選任について 
（政策推進部市長公室） 

現委員の山崎秀秋氏の任期満了に

伴い、引き続き同氏を選任するため

議会の同意を求めるもの 
６５ 令和５年度北本市一般会計

補正予算（第４号） 
（教育部生涯学習課） 

１ 趣旨 
 ⑴ 補正前の額 
   ２４２億９，９３８万６千円 
 ⑵ 補正後の額 
   ２４２億９，９３８万６千円 
  歳入歳出総額に変更なし 
２ 内容 

繰越明許費について、市民活動

交流センター整備事業に係る所要

額を翌年度に繰り越すもの 
６６ 令和５年度北本市一般会計

補正予算（第５号） 
（各部課） 

１ 趣旨 
 ⑴ 補正前の額 
   ２４２億９，９３８万６千円 
  ⑵ 補正後の額 
   ２５１億８，７２８万円 

歳入歳出それぞれ８億８，７８

９万４千円を追加 
２ 内容 
  歳出については、新たな事務事

業費の計上に伴う所要額の補正等

を行い、歳入については、地方特

例交付金及び普通交付税の確定に

伴う所要額を補正し、令和４年度

歳入歳出の確定に伴う繰越金の所

要額の補正等を行うとともに、財



政調整基金繰入金を減額し、補正

予算収支の均衡を図った。 
６７ 令和５年度北本市後期高齢

者医療特別会計補正予算

（第１号） 
（健康推進部保険年金課） 

１ 趣旨 
 ⑴ 補正前の額 
   １１億４，５８０万円 
 ⑵ 補正後の額 
   １１億７，４８６万円 

歳入歳出それぞれ２，９０６万

円を追加 
２ 内容 

歳出については、後期高齢者医

療広域連合納付金を増額し、歳入

については、令和４年度歳入歳出

の確定に伴う繰越金の所要額の補

正を行い、補正予算収支の均衡を

図った。 
６８ 令和５年度北本都市計画事

業久保特定土地区画整理事

業特別会計補正予算（第２

号） 
（都市整備部久保土地区画

整理事務所） 

１ 趣旨 
 ⑴ 補正前の額 
   ６億８，３８６万２千円 
 ⑵ 補正後の額 
   ６億８，３８６万２千円 

歳入予算の補正のみ。歳入歳出

総額に変更なし 
２ 内容 

令和４年度歳入歳出の確定に伴

う繰越金の所要額の補正を行うと

ともに、一般会計繰入金を減額

し、補正予算収支の均衡を図っ

た。 
６９ 令和５年度北本市国民健康

保険特別会計補正予算（第

１号） 
（健康推進部保険年金課） 

１ 趣旨 
 ⑴ 補正前の額 
   ６３億５，８６０万円 
 ⑵ 補正後の額 
   ６３億９，７２６万４千円 

歳入歳出それぞれ３，８６６万

４千円を追加 
２ 内容 

歳出については、産前産後保険



税免除制度の対応に伴うシステム

改修に要する経費を計上するとと

もに、国民健康保険財政調整基金

積立金を増額し、歳入について

は、令和４年度歳入歳出の確定に

伴う繰越金の所要額の補正等を行

うとともに、国民健康保険財政調

整基金繰入金を減額し、補正予算

収支の均衡を図った。 
７０ 令和５年度北本市介護保険

特別会計補正予算（第１

号） 
（健康推進部高齢介護課） 

１ 趣旨 
 ⑴ 補正前の額 
   ５８億８，３４０万円 
 ⑵ 補正後の額 
   ６０億６，５６９万４千円 

歳入歳出それぞれ１億８，２２

９万４千円を追加 
２ 内容 

歳出については、事業費の確定

に伴う所要額の補正を行うととも

に、保険給付費支払基金積立金を

増額し、歳入については、令和４

年度歳入歳出の確定に伴う繰越金

の所要額の補正等を行うととも

に、保険給付費支払基金繰入金を

減額し、補正予算収支の均衡を図

った。 
 
  



 
報告の概要 

報告 
番号 件    名 要    旨 

９ 専決処分の報告について

（北本市災害派遣手当等の

支給に関する条例の一部改

正について） 
（市民経済部くらし安全課） 

１ 概要 
  新型インフルエンザ等対策特別

措置法の一部改正に伴い当然に必

要とされる規定の整備について、

地方自治法第１８０条第１項の規

定により専決処分したので、同条

第２項の規定により報告するもの 
２ 専決処分の日 
  令和５年７月２８日 

１０ 令和４年度北本市財政の健

全化判断比率の報告につい

て 
（政策推進部財政課） 

令和４年度北本市財政の健全化判

断比率について、地方公共団体の財

政の健全化に関する法律第３条第１

項の規定により、監査委員の意見を

付けて報告するもの 
１１ 令和４年度北本市公営企業

の資金不足比率の報告につ

いて 
（都市整備部建設課） 

令和４年度北本市公営企業の資金

不足比率について、地方公共団体の

財政の健全化に関する法律第２２条

第１項の規定により、監査委員の意

見を付けて報告するもの 
 



 

令和５年第３回北本市議会定例会請願文書表 

 

受 理 番 号 議請第２号 

受 理 年 月 日 令和５年８月１５日 

件 名 北本総合公園テニスコートの改修に関する請願 

 

請願者の住所 

 

及 び 氏 名 

 

北本市深井２－１０２－１－５０９ 

北本市テニス協会会長 雁 木   靖  外６名 

請 願 の 趣 旨 別記のとおり 

紹介議員氏名 保 角 美 代 

 

【請願趣旨】 

北本総合公園内テニスコートは９面あり、オムニコート５面、クレイコー

ト４面の合計９面で整備されています。 

平成２７年に現在のオムニコートが整備されましたが、クレイコートは状

態が悪く、北本市テニス協会会員がクレイコートを利用した際、白線につま

ずき転倒・骨折した人や肉離れを起こした人などがいて、危険な状態です。 

また、前日に雨が降った場合、オムニコートは使用できますが、クレイコ

ートは使用できないことがあり、北本市テニス協会が主催する大会日程にお

いても、前日が雨天の場合、クレイコートが使用できず、大会運営上でも大

変問題があります。 

埼玉県テニス協会の南部郡市テニス協会の大会会場は、基本的には参加す

る各市の持ち回りでの開催に協力してほしいとの要請がありますが、北本市

の現状では、コートの違いで参加者に不平等が生じる恐れがあることから対

応できない状況となっています。全面をオムニコートに整備することで、南

部郡市大会の会場としても使用可能になると考えています。 

利用者が安心安全にテニスをすることができるようテニスコートの改修を

行い、北本市のテニス愛好者の利便性を高めていただくとともに、広域的な

スポーツ振興、活動の発展に寄与していただきたく、次のとおり請願いたし

ます。 

 

【請願事項】 

１ 北本総合公園テニスコートについて、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ面をクレイコート

からオムニコートに改修整備すること。 

２ 改修整備するまでの間、利用者が安心安全にプレーできるよう、現状の

クレイコートに必要な安全対策を講じるなど、適正な管理に努めること。 



令和５年第３回北本市議会定例会請願文書表 

 

受 理 番 号 議請第３号 

受 理 年 月 日 令和５年８月１５日 

件 名 北本総合公園内トイレの洋式化に関する請願 

 

請願者の住所 

 

及 び 氏 名 

 

 

北本市東間５－９０－１－１４１０ 

高 橋 典 久  外９５名 

 

請 願 の 趣 旨 別記のとおり 

紹介議員氏名 保 角 美 代 

 

【請願趣旨】 

北本総合公園内のトイレは、管理棟南側、多目的グラウンドの西側と東側

に整備されています。現在、洋式トイレは管理棟南側の多目的トイレと女子

トイレの２つのみで、他は全て和式トイレです。総合公園内は、野球やサッ

カー、ゲートボール、テニス、ウォーキングやランニング、親子連れで遊び

に来ている人々で賑わいを見せています。また、時にはイベントが開かれて

たくさんの来園者を迎えています。 

そのような中で、公園利用者が使用するトイレが和式ばかりで洋式が２つ

のみでは、北本総合公園の価値を下げてしまうのではないかと懸念している

ところです。野球は今後公式野球場として公式試合なども行われると思いま

すし、その他イベントなどで市民や市外からの来園者もトイレ使用の際に不

便を感じることと思います。 

また、公園利用者には高齢者も多く、和式トイレを使用するには苦痛が伴

わないか心配です。公園でスポーツしたり遊んだりしている子どもたちも、

自宅は洋式トイレだと思いますので、和式トイレの使用方法も分からないの

ではと懸念しています。近隣他市の公園内のトイレは洋式トイレ化が進んで

いて、オストメイトを整備している公園もあります。 

今後、野球場を整備して公式野球試合が行われるようになるとのことです

が、公式野球試合で来園者が増える中、トイレの整備は喫緊の課題だと考え

ます。 

以上のことから、次のとおり請願いたします。 

 

【請願事項】 

１ 一日も早く和式トイレを洋式トイレに整備すること。 



令和５年第３回北本市議会定例会請願文書表 

 

受 理 番 号 議請第４号 

受 理 年 月 日 令和５年８月１６日 

件 名 学校給食費の完全無償化を求める請願 

 

請願者の住所 

 

及 び 氏 名 

 

 

北本市東間７－４２－６ 

若 林 美喜子  外１５４８名 

 

請 願 の 趣 旨 別記のとおり 

紹介議員氏名 湯 沢 美 恵、毛 呂 一 夫、小久保博雅、中 村 洋 子 

 

【請願趣旨】 

「会」で取り組んできた「学校給食費の完全無償化を求める請願」を９月

市議会に提出すべく準備をすすめてきました。 

この間に北本市では、２０２３年４月から６か月間の小学校、中学校の給

食費の無償化が実現。更に６月議会では、５か月分の給食費の無償化が全議

員の賛成で可決。今年度を通しての無償化が実現したこと、感謝申し上げま

す。 

小学校、中学校の給食費の無償化が継続して実施され、すべての子どもた

ちが健康に安心して学校で過ごすことができるようにと、強く望んでいます。 

 

【請願事項】 

１ 小学校、中学校（市外の学校に通う児童生徒も含む）給食費を完全無償

にすること。 

２ 国・県に対して小学校、中学校給食費の完全無償化をおこなうよう働き

かけること。 



令和５年第３回北本市議会定例会請願文書表 

 

受 理 番 号 議請第５号 

受 理 年 月 日 令和５年８月１７日 

件 名 西後保護地区周辺の緑地の保全を求める請願 

 

請願者の住所 

 

及 び 氏 名 

 

 

北本市緑４－２５９ 

白 川 容 子  外９２１名 

 

請 願 の 趣 旨 別記のとおり 

紹介議員氏名 桜 井  卓 

 

【請願趣旨】 

西後保護地区（南小学校前の雑木林）は、北本の大きな魅力である“雑木

林のある街北本”のシンボルとして50年以上にわたり、近隣住民や近くの小

学校・幼稚園・保育園の子どもたちが四季折々自然に親しむ場所として利用

している雑木林です。南小通りに面した住宅地にあり、まさに“雑木林のあ

るまち北本”にふさわしいオアシスです。北本雑木林の会としても、発足当

初から約30年にわたり地主さんに代わってごみ拾いや生い茂ったアズマネザ

サなどの下草刈りをしており、とりわけ親しみのある大切な雑木林です。 

北本市は、西後地区と高尾阿弥陀堂地区の２か所を保護地区として指定し

ており、北本市緑の基本計画では「今後も指定を継続し積極的な維持管理を

進めます」としています。しかし実際には、５年ごとの指定の更新の度に一

部解除が進んでいます。昭和53年に西後地区が指定された時には約1.1ヘク

タールありましたが、今年７月末にも更新を期に一部が解除され、0.19ヘク

タールまで縮小しました。地主さんにとっても苦渋の決断だったそうですが、

今後さらなる開発が進み、貴重な雑木林が失われてしまうことが懸念されま

す。 

このままでは北本の貴重な雑木林が消滅してしまいます。今までどおり私

たち市民みんなの癒しの場、憩いの場、自然学習の場、そして非常時の避難

の場として、さらには環境の面からも大切な働きをしている雑木林を現状の

姿で残すことは、未来の市民にとっても大変有意義であることから、以下の

とおり請願いたします。 

 

【請願事項】 

１ 西後保護地区及びその周辺に残っている雑木林について、公有地化する

など、将来にわたって確実に保全すること。 



委提第４号 
 
 

学校給食費の無償化を求める意見書 

 
 

会議規則第１４条第２項の規定により、学校給食費の無償化を求める意見

書を次のとおり提出する。 
 
 
令和５年９月２６日 提出 
 

提出者 総務文教常任委員長 諏 訪 幸 男 
 
 

北本市議会議長 滝 瀬 光 一 様 
  



 

学校給食費の無償化を求める意見書 

 

令和２年度の内閣府 子ども・子育て本部の「少子化社会に関する国際意

識調査報告書」によれば、育児を支援する施策として何が重要かという質

問に、日本では、「教育費の支援、軽減」が 69.7％と最も高くなっていま

す。 

日本国憲法第 26 条第２項では「義務教育は、これを無償とする。」と定

めていますが、教材費や修学旅行費などは実費、学校給食法に保護者の負

担と定められている学校給食費は家計に重いものとなっています。 

現在、歯止めのきかない少子化と子どもの貧困が問題となっており、

様々な物価の高騰が子育て世帯の家計を直撃しています。このような社会

経済状況のもと、全国の自治体では、子育て支援や少子化対策、経済支援

として、また「食育」として、学校給食費を無償にする動きが広がってお

り、埼玉県においても多くの自治体が国の交付金などを活用し、学校給食

費の無償化に踏み出しています。北本市においても、令和５年度の学校給

食費の完全無償化が実現しています。しかしながら、無償化の継続には、

食材料費の高騰などによって自治体財政を圧迫し、将来にわたり大きな負

担になることが懸念されます。 

内閣府の平成 28 年第３回経済財政諮問会議において、子ども・子育て世

帯の支援拡充として学校給食費の無償化が打ち出されています。保護者負

担の原則を定める学校給食法の見直しを行い、国の責任において、全ての

地方自治体が学校給食費の無償化を実施できるよう、財政措置を講じるよ

う強く要望します。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

提出先 

 衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、文部科学大臣、内閣

府特命担当大臣 

 



議提第８号 
 
 

建築物石綿含有建材の事前調査・除去費用の国民への周知と国民 

負担軽減措置を求める意見書 

 
 

会議規則第１４条の規定により、建築物石綿含有建材の事前調査・除去費

用の国民への周知と国民負担軽減措置を求める意見書を次のとおり提出す

る。 

 
 
  令和５年９月２６日 提出 
 

提出者 北本市議会議員  村 田 裕 子 

賛成者 北本市議会議員  金 森 すみ子 

賛成者 北本市議会議員  毛 呂 一 夫 

         賛成者 北本市議会議員  小久保 博 雅 

 賛成者 北本市議会議員  工 藤 日出夫 

 賛成者 北本市議会議員  岡 村 有 正 

 賛成者 北本市議会議員  湯 沢 美 恵 

 賛成者 北本市議会議員  中 村 洋 子 

 賛成者 北本市議会議員  今 関 公 美 

 

 

 

 
 

 北本市議会議長 滝 瀬 光 一 様 



 

建築物石綿含有建材の事前調査・除去費用の国民への周知と国民 

負担軽減措置を求める意見書 
 

2021 年のアスベスト関連法（大気汚染防止法・石綿障害予防規則）改正に

より、解体・改修時にアスベスト含有建材の事前調査が義務化され、一定規

模以上の工事では事前調査結果の報告も義務化されました。国は規制の強化

を打ち出していますが、調査・除去費用は建築物所有者が負担することにな

ります。アスベストの健康被害、アスベスト関連法改正、そして調査・除去

費用の施主負担については、多くの国民に認識されているとは言い難い状況

にあるため、国全体の課題と捉え、国民への周知を行うべきです。 

また負担額から逃れるため、無届けや違法工事が横行してしまえば、周辺

住民や建設工事従事者の健康被害は計り知れません。国の補助制度として、

社会資本整備総合交付金の「住宅・建築物安全ストック形成事業」がありま

すが、対象建材が吹付け材（レベル１）などに限定され極めて不十分です。

石綿建材の多くが成形板（レベル３）であり、戸建てや小規模ビル等では使

えない制度となっています。 

よって、国においては、次のとおり早急に対策するよう強く求めます。 

 

記 
 
１ 国は、国民に対し、アスベストの健康被害、アスベスト関連法改正内容

等の周知を徹底すること。 

２ 国の「住宅・建築物安全ストック形成事業」にある「住宅・建築物アス

ベスト改修事業」について、レベル１建材のみならず、一般住宅で使用さ

れているレベル３建材まで調査・除去費用の補助制度を拡充すること。 

  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 

提出先 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、厚生労働大臣、 

国土交通大臣、環境大臣 

   


